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地域共生社会の実現に向けた動き・これまでの経緯（１）

2013（Ｈ25）年８月６日 「社会保障改革国民会議・報告書」 ※「21世紀日本モデル」の制度へ

2015（Ｈ27）年４月１日 生活困窮者自立支援法施行

９月17日 厚労省ワーキングチーム「誰もが支え合う地域の構築に向けた福祉サービス

の実現－新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン－」

※全世代・全対象型地域包括支援体制の構築にむけて

多機関の協働による包括的支援体制構築事業（平成２８年度予算）

2016（Ｈ28）年４月１日 障害者差別解消法施行

６月２日 「ニッポン一億総活躍社会」閣議決定

※地域共生社会の実現が盛り込まれる

７月15日 「地域共生社会実現本部」の設置

７月26日 相模原市障害者施設殺傷事件

12月26日 地域力強化検討会・中間とりまとめ

「我が事・丸ごと」の地域づくりの強化に向けたモデル事業（平成２９年

度予算） 2



地域共生社会の実現に向けた動き・これまでの経緯（２）

2017（Ｈ29）年２月７日 「地域共生社会」の実現にむけて（当面の改革工程）

３月31日 「地域づくりに資する事業の一体的な実施について」 ※福祉サービスの一体的な提供

について運用上の対応が可能な事項のガイドラインを整備

６月２日 「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」

（改正社会福祉法）の公布 ※附則において、「公布後３年を目処として、市町村にお

ける包括的な支援体制を全国的に整備するための方策について検討を加え、必要がある

と認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。」と規定。

９月12日 地域力強化検討会・最終とりまとめ

12月12日 厚労大臣指針告示 ３局長通知 地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進について

※地域福祉計画策定ガイドライン

2018（Ｈ30）年４月１日 改正社会福祉法 施行

2019（Ｒ１）年７月19日 「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」

（地域共生社会推進検討会）中間まとめ

12月26日 「地域共生社会推進検討会」最終とりまとめ

2020（Ｒ２）年６月５日 改正社会福祉法 可決・成立

2021（Ｒ３）年４月１日 改正社会福祉法 施行予定
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社会保障制度改革国民会議報告書（概要）
～確かな社会保障を将来世代に伝えるための道筋～（抜粋）

３ 社会保障制度改革の方向性

（１）「1970 年代モデル」から「21 世紀（2025 年）日本モデル」へ

○高度経済成長期に確立した「1970 年代モデル」の社会保障から、超高齢化の進行、家族・地域の変容、非正規

労働者の増加など雇用の環境の変化などに対応した全世代型の「21 世紀（2025 年）日本モデル」の制度へ改革

することが喫緊の課題。

（２）すべての世代を対象とし、すべての世代が相互に支え合う仕組み

○「21 世紀日本モデル」の社会保障は、すべての世代を給付やサービスの対象とし、すべての世代が年齢ではな

く、負担能力に応じて負担し、支え合う仕組み。

（３）女性、若者、高齢者、障害者などすべての人々が働き続けられる社会

○従来の支えられる側、支える側という考え方を乗り越えて、女性、若者、高齢者、障害者等働く意欲のあるす

べての人が働ける社会を目指し、支える側を増やすことが必要。

（４）すべての世代の夢や希望につながる子ども・子育て支援の充実

○少子化問題は社会保障全体にかかわる問題。子ども・子育て支援は、親子や家族のためだけでなく、社会保障

の持続可能性（担い手の確保）や経 済成長にも資するものであり、すべての世代に夢や希望を与える「未来へ

の投資」として取り組むべき。 4

平成２５年８月６日
社会保障制度改革国民会議



（５）低所得者・不安定雇用の労働者への対応

○雇用の不安定化が、格差・貧困問題の拡大につながらないよう、非正規雇用の労働者の雇用の安定や処遇の改善、

被用者保険の適用拡大が必要。

また、格差・貧困問題の解決を図るには、所得再分配の強化を図りつつ、経済政策、雇用政策、教育政策、地域

政策、税制など様々な政策を連携させていくことが必要。また、年金税制等の問題を検討し、低所得者を把握す

る仕組みが必要。

（６）地域づくりとしての医療・介護・福祉・子育て

○住み慣れた地域で人生の最後まで自分らしく暮らせるよう、医療機能の分化・連携や地域包括ケアシステムの構

築について、コンパクトシティ化などハード面の整備やサービスのネットワーク化などソフト面のまちづくりと

して実施し、「21 世紀型のコミュニティの再生」を図る。

（７）国と地方が協働して支える社会保障制度改革

○子育て・医療・介護など社会保障の多くが地方公共団体を通じて国民に提供されていることを踏まえ、制度改革

は、地方公共団体に理解が得られるものとし、国と地方がそれぞれ責任を果たしていくことが必要。

（８）成熟社会の構築へのチャレンジ

○人口構成の変化や高齢化等をネガティブに考えるのではなく、様々な課題に正面から向き合い、一つ一つ解決を

図っていくことを通じて、世界の先頭を歩む高齢化最先進国として、「成熟社会の構築」へチャレンジすべき。
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学校
区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設

・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター

・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提
供される地域包括ケアシステムの構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地
域包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少す
る町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域
の特性に応じて作り上げていくことが必要。
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地域包括ケアシステム

•定義

ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、生活
上の安全・安心・健康を確保するために、医療や介護のみなら
ず、福祉サービスを含めた様々な生活支援サービスが日常生活
の場（日常生活圏域）で適切に提供できるような地域での体制
のこと。

•日常生活圏域

おおむね30分以内で駆けつけられるような範囲 中学校区程度
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「自助・互助・共助・公助」からみた地域包括ケアシステム

9

【費用負担による区分】
・「公助」は税による公の負担、「共助」は介護保険な
どリスクを共有する仲間（被保険者）の負担であり、
「自助」には「自分のことを自分でする」ことに加え、
市場サービスの購入も含まれる。

・これに対し、「互助」は相互に支え合っているという
意味で「共助」と共通点があるが、費用負担が制度的
に裏付けられていない自発的なもの。

【時代や地域による違い】
・2025年までは、高齢者のひとり暮らしや高齢者のみ世
帯がより一層増加。「自助」「互助」の概念や求めら
れる範囲、役割が新しい形に。
・都市部では、強い「互助」を期待することが難しい一
方、民間サービス市場が大きく「自助」によるサービ
ス購入が可能。都市部以外の地域は、民間市場が限定
的だが「互助」の役割が大。

・少子高齢化や財政状況から、「共助」「公助」の大幅
な拡充を期待することは難しく、「自助」「互助」の
果たす役割が大きくなることを意識した取組が必要。

平成２５年３月
地域包括ケア研究会報告書より
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最近のニュースから

・申請額リーマンの８０倍（全国）

・児相４割、配偶者相談センター３割連携なし（全国）

・２０２０年、休廃業・解散の企業５万件超え（全国）
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まとめー地域福祉計画の充実に向けて

地域福祉活動計画と地域福祉計画の一体化における課題の整理から

■協働のポイント

①社協と行政の協働（互いの強みが活かし、弱さを補完する関係を築く）

②住民、社会福祉従事者等の参加（できるだけ多様な層の参加と民主的な運営）

③課題共有と評価、論点整理（計画事業と個別事業の連動）

※課題共有においては、「庁内連携」「住民参加」「専門職の連携」は欠かせない

■地域福祉計画の充実に向けて

①個別支援と地域活動・支援（小地域福祉活動、組織化活動）の連動

②総合相談、断らない相談体制の構築（事例の蓄積、「地域」の側面から考えるなど）

③コーディネーターの配置（地区担当制）と協議の場の設定

④個の課題へのアプローチには「アウトリーチ」が必須条件となる

⑤地域アセスメントは「住民ニーズ」だけではない（社会資源の把握を強化）
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• 新型コロナウィルス感染症拡大防止の観点から会議の中止

• 7月17日、㏋にて当日配布予定であった資料の公表

【参考】令和２年度地域共生社会の実現に向けた市町村における
包括的な支援体制の整備に関する全国担当者会議（厚労省）

※

①社会福祉法の改正趣旨・改正概要、②重層的支援体制整備事業における具体的な

支援フロー、③重層的支援体制整備事業の財政措置、④重層的支援体制整備事業に

おける市町村の体制のあり方に関する資料等が示されています。

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000114092_00001.html


